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様式４－１ 附 属 機 関 概 要 

附 属 機 関 名 

（庶 務 担 当 ） 

埼玉県本人確認情報保護審議会 

（情報システム戦略課 住基ネット・マイナンバー担当） 

設 置 年 月 日 平成１４年８月５日 

 

設 置 根 拠 等 

住民基本台帳法第３０条の４０ 

執行機関の附属機関に関する条例 

埼玉県本人確認情報保護審議会規則 

委員定数・任期 ５人以内・２年 

 

職 務 内 容 本人確認情報の保護に関する事項を調査審議し、知事に建議する 

 

公開･非公開の別 原則公開 

 

 

令和４年度の 
活動状況 

・開 催 日 

・場 所 

・議 題 等 

第２６回 

・開催日：令和５年２月６日（月） 

・場 所：Web会議 

    （事務局は県庁第二庁舎10階情報システム戦略課内に設置）  

４ 審議内容 

（１）住民基本台帳ネットワークシステムの利用状況等について 

① 住民基本台帳ネットワークシステムの利用状況 

② マイナンバー制度 

（２）住民基本台帳ネットワークシステムのセキュリティ対策に

ついて 

（３）その他 
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様式４－１ 附 属 機 関 概 要 

附 属 機 関 名 

（庶 務 担 当 ） 

埼玉県固定資産評価審議会 

（市町村課税政担当） 

設 置 年 月 日 昭和３７年１０月２日 

 

設 置 根 拠 等 

地方税法第４０１条の２ 

埼玉県固定資産評価審議会規則 

委員定数・任期 １０人以内・３年 

 

職 務 内 容 

知事が意見を求めたものについて調査審議する。 

① 知事が定める固定資産評価基準の細目に関すること 

② 固定資産の価格等の修正に関する知事の勧告に関すること 

 

公開･非公開の別  原則公開 

 

 

令和４年度の 
活 動 状 況 

 ・開 催 日 

 ・場  所 

 ・議 題 等 

 

令和４年度の活動実績なし 
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様式４－１ 附 属 機 関 概 要 

附 属 機 関 名 

（庶 務 担 当 ） 

埼玉県国土利用計画審議会 

（企画財政部 土地水政策課 土地政策担当） 

設 置 年 月 日 昭和４９年１０月１５日 

 

設 置 根 拠 等 

国土利用計画法第３８条 

執行機関の附属機関に関する条例、埼玉県国土利用計画審議会規

則 

委員定数・任期 １６人（規則上は２０人以内）・２年 

 

職 務 内 容 

①埼玉県国土利用計画の策定又は変更に際し意見を述べること。 

②埼玉県土地利用基本計画の策定又は変更に際し意見を述べるこ

と。 

③市町村国土利用計画の策定又は変更につき知事が助言・勧告す

るに際し意見を述べること。 

④県土の利用に関する基本的事項及び土地利用に関する重要事項

について調査審議すること。 

 

公開･非公開の別 公開 

 

 

令和４年度の 
活 動 状 況 

 ・開 催 日 

 ・場  所 

 ・議 題 等 

○第７２回埼玉県国土利用計画審議会 

 ・令和４年８月１８日（木） 

 ・ＷＥＢ会議 

 ・埼玉県土地利用基本計画の変更について（諮問） 

  （農業地域の縮小（春日部市）、森林地域の縮小（さいたま

市 ほか１７市町村） 

 ・第５次埼玉県国土利用計画の改定について（報告） 

 

○第７３回埼玉県国土利用計画審議会 

 ・令和４年１１月１５日（火） 

 ・ＷＥＢ会議 

 ・第５次埼玉県国土利用計画の骨子案について（報告） 

   

○第７４回埼玉県国土利用計画審議会 

 ・令和５年１月２６日（木） 

 ・ＷＥＢ会議 

 ・第５次埼玉県国土利用計画（案）について（報告） 
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様式４－１ 附 属 機 関 概 要 

附 属 機 関 名 

（庶 務 担 当 ） 

埼玉県土地利用審査会 

（企画財政部 土地水政策課 土地政策担当） 

設 置 年 月 日 昭和４９年１０月２５日 

 

設 置 根 拠 等 

国土利用計画法第３９条 

埼玉県土地利用審査会条例 

委員定数・任期 ７人・３年 

 

職 務 内 容 

国土利用計画法の規定に基づき、届出に対する勧告、監視区域の

指定等に関し、その権限に属する事項を処理する。 

 

公開･非公開の別 公開 

 

 

令和４年度の 
活 動 状 況 

 ・開 催 日 

 ・場  所 

 ・議 題 等 

実施なし 

 


